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農環研ニュース

農業環境技術研究所への
大いなる期待

名古屋大学大学院生命農学研究科　教授　木村 眞人
（農業環境技術研究所・評議員）

業環境技術研究所は、「自然、社会、人間の

調和と共存を目指す高い水準の研究を推進

し、世界の食料問題と環境問題の克服に貢献する」

ことを基本理念とし、食料・農業・農村基本計画

の推進を目的に、新たな中期目標として、３つの

重点課題、１）農業環境のリスクの評価及び管理

技術の開発、２）自然循環機能の発揮に向けた農

業生態系の構造・機能の解明と管理技術の開発、３）

農業生態系の機能の解明を支える基盤的研究を掲

げ、その実現のために、課題に関わる原理・現象

の科学的解明を基礎に（解明）、利用可能な技術を

開発し（開発）、個々の技術の融合による技術体系

の確立（確立）のための研究が活発に行われている。

加えて、研究所及び研究者が、その成果の目指

す方向性を国民に対し説明する責任の明確化、研

究成果の積極的な公表、成果の利活用、知的財産

権等の取得・利活用、を促進することを明言して

いる。研究所が、研究成果の公表と普及に重点を

おいて研究（社会還元の重視）を推進しているこ

とは、大学とは異なるスタンスであり、重視したい。

上記３つの重点課題は、食の安全・安心、21世

紀のわが国と世界の人口・食糧問題や環境問題と

深く関連しており、農業生産環境における外来生

物、生物多様性、組換え作物等の研究では、研究

の社会背景と目指す方向性に対する明確な説明が

不可欠であり、その成果を基にしたこれら課題に

対する国民の広い視野からの認識と理解の促進が

重要である。

農業環境技術研究所で実施されている研究は多

岐に渡り、その社会還元も多岐に渡っている。農

業現場における問題解決型研究の成果は「普及に移

しうる成果」として広報、知的財産権の確保によ

る研究成果の円滑な移転促進、農林水産省等にお

ける環境関連政策の立案・実施への貢献、IPCC（気

候変動に関する政府間パネル）やIGBP（地球圏・

生物圏国際協同研究計画）への積極的参加・提言、

等々であり、これらの社会還元は主として上記重

点課題１）や２）の研究成果に由来する。これら

の研究成果は国民にとってわかりやすく、研究者

は研究を介した社会との接点、社会の評価を身近

に実感できる。なお、上記の社会還元に関連して、

国際化の現在、JIS規格とISO（国際標準化機構）

規格の統一化が活発に進められており、わが国か

ら積極的にISO規格の提案がなされている。環境

指標・環境評価のISOへの提案は、研究所の優れ

た研究成果の社会還元の１方向であろう。

他方、重点課題３）の多くは、農業環境技術研

究所に固有の研究課題であり、短期間の研究成果

を基とした学術誌等への公表が困難で大学等で実

施するのが不可能な重要課題である。本基盤的研

究は、農業に関わる環境の長期モニタリングと土

壌、昆虫、微生物などの環境資源の収集・保存・

情報化に大別され、きわめて地道な研究であり、

とかく蔑ろにされがちであるが、農業生産環境に

対する「危機管理」の側面も有する。気候変動等の

地球環境変動と農業生態系との関わりや農業活動

が自然循環機能に及ぼす影響の解明には長期にわ

たる調査・測定が不可欠であり、北朝鮮の核実験

がわが国の農産物に及ぼす影響評価などは、長期

のモニタリングデータなしには、総合的に評価で

きなかったであろう。少し飛躍するが、将来の大

地震に備えた地震予知体制の整備に類似した研究

とも言える。

研究所の社会的使命は重い一方、その実りある

社会への様々な貢献を振返りつつ、土を踏みしめ、

風にふかれながら、わが国農業の現状・将来に思

いをはせるとき、どれほどの充実感に所員の方々

は満たされるのであろうか。少なからず羨望を覚

える。
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今年２月、気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）は、その第４次報告書の中で「現在の温暖

化はすでに起こっており、その原因は人間活動に

よる温室効果ガスの増加である」とほぼ断定しま

した。今後、人類はこれまで経験したことのない

温暖化した時代に突入すると予測され、その対応

策が求められています。そのために、1992年の地

球サミットにおいて採択された国連気候変動枠組

み条約を基礎に、1997年に議決された京都議定書

による先進諸国の温室効果ガス排出量削減や、今

年の主要国首脳会議（ハイリゲンダム・サミット）

での「ポスト京都議定書」の枠組みに関する議論な

ど、世界的な取組が進められています。

国連気候変動枠組み条約では、各国が温室効果

ガスの排出・吸収量目録（インベントリー）を推

計し、条約事務局に報告することを義務づけられ

ています。そして、その推計手法はIPCCによりガ

イドラインとして準備されています。これまでは、

1996年に公表されたガイドラインが各国での推計

に用いられていましたが、2006年にこれが改訂さ

れ、この改訂版が、今後、温室効果ガス発生量を

把握するための標準算定法として用いられること

になりました。今回の改訂にあたって、水田から

発生するメタンの算定法について、私たち当研究

所が中心となるチームで開発した手法が採用され

ました。

農業分野において、水田は主要な温室効果ガス

であるメタン（CH4）の重要な人為的発生源です。

1996年版IPCCガイドラインでは、数少ない実測

データから排出係数＊1を求めるなど、その算定方

法に大きな不確実性が残されていました。そこで、

私たちは、水田から発生するメタンの実測値を集

めたデータベースを構築・解析し、より精度の高

い算定方法を提案することを目的として研究を行

いました。

本研究では、既往文献からアジア諸国における

水田からのメタン発生実測データを収集し、８カ

国、103地点、868栽培期間データからなるデー

タベースを構築しました。これらのデータについ

て、栽培期間の平均メタンフラックスと各発生制

御要因の関係を解析し、水田から発生するメタン

の算定方法の改訂案を提案し、今回のIPCCガイド

ラインへ採用していただくことができました。

算定法の基本は、これまでのIPCCガイドライン

の方法に従い、世界の全水田を対象に、潅漑水田、

天水田などのカテゴリー別に、排出量の原単位と

なる排出係数（EFi）に水稲栽培面積（A）と水稲

栽培日数（t）を乗ずることとしました（式（1））。

研究トピックス
2006 年版 IPCC ガイドラインに採用された水田から発生する
メタンの新しい算定方法
物質循環研究領域　　八木　一行　　秋山　博子

メタン発生量（Gg/yr） = Σijk（EFijk • tijk • Aijk • 10−6）� 式（1）

EFi = EFc • SFw • SFp • SFo • SFs,r� 式（2）

　　ここで：	 EFijk = 各カテゴリーの水田からの排出係数（kg CH4/ha/日）

	 tijk = 各カテゴリーの水田における水稲栽培日数（日）

	 Aijk = 各カテゴリーの水田における収穫面積（ha/年）

	 EFc = ベースライン排出係数（kg CH4/ha/日）

	 SFw = 水田タイプと栽培期間中の水管理にともなう補正係数

	 SFp = 栽培期間前の水管理にともなう補正係数

	 SFo = 有機物施用にともなう補正係数

	 SFs,r = 土壌タイプと水稲品種にともなう補正係数（適用可能な場合のみ）
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2006年版 IPCCガイドラインに採用された水田から発生するメタンの新しい算定方法

そして、カテゴリー別の排出係数（EFi）は、ベー

スライン排出係数（EFc）に水管理、有機物管理等、

発生に影響を及ぼす要因の寄与を考慮した補正係

数＊2を乗ずることにより求められます（式（2））。

ここで、算定の基準となるベースライン排出係

数は、栽培前には180日以内の落水期間があり、

栽培期間の水管理は常時湛水、さらに有機物無施

用の水田を対象とすることとし、データベースに

基づく解析によって1.30kg CH4 ha−1 day−1（不

確実性範囲＊3：0.80−2.20）の値が求められまし

た。これまで用いられていた1996年版IPCCガイ

ドラインでは、ベースライン排出係数が一律に一

作あたり200kg ha−1と定められ、品種や気候に

ともなう水稲栽培期間の長さを区別していません

でした。これに対して、今回の改訂によって、よ

り実態に即したメタン発生量を算定できるように

なりました。さらに、メタン発生量に大きな影響

を与えることが明らかになった栽培期間前の水管

理、有機物施用にともなうメタン発生の増加につ

いての関係（図１、表１）も補正することができ

るようにしました（式３）。

SFo＝（1＋Σi ROAi・CFOAi）
0.59� 式（3）

ここで：	SFo＝有機物施用にともなう補正係数

	 ROAi＝生重有機物施用量（t/ha）

	 CFOAi＝表1に示す変換係数

ここに概説した算定方法の詳細については、

2006年版IPCCガイドライン＊4を参照して下さ

い。

このガイドラインは世界各国での温室効果ガス

インベントリー構築に用いられることから、国連

気候変動枠組み条約に基づく、世界の温室効果ガ

ス排出量算定の精緻化に大きく貢献するものです。

表１　各種有機物の変換係数

有機物施用 変換係数
（CFOA） 誤差範囲

稲わら

耕作前
30日以内 1 0.97−1.04

耕作前
30日以前 0.29 0.20−0.40

コンポスト 0.05 0.01−0.08

堆きゅう肥 0.14 0.07−0.20

緑肥 0.50 0.30−0.60

図１　�各種有機物の施用量とメタン発生の関係（有機物無施用の

場合に対する比）

脚注：

＊1）排出係数：算定に用いる単位面積あたりの排出量の原単位

＊2）補正係数：水田タイプ、水管理、有機物管理等がメタン発生に及ぼす寄与を表す係数（ガイドライ

ンではスケーリングファクター（拡大係数）と呼ばれています）。

＊3）不確実性範囲：IPCCガイドラインでは、排出係数等は不確実性範囲も付記して示されています。

この場合、係数を定める基礎となるデータが十分あるので、その95％信頼区間を不確実性範囲と定

めています。

＊4）2006年版IPCCガイドライン：http://www.ipcc-nggip.iges.or.jp/public/2006gl/index.htm 

(vol.4, p.5-44 〜 53)
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研究トピックス

「水環境保全のための農業環境モニタリングマニュアル改訂版」
の発行

物質循環研究領域　　坂西　研二　　菅原　和夫

はじめに

農業活動が水環境へ及ぼす影響の重要性が広く

認識されるようになり、水環境保全のために環境

保全的な農業技術の導入など種々の対策が各地で

進められています。こうした対策を的確に行うた

めには、まず現地の実態を把握し、それに基づき

もっとも効果的な対策を実施していくことが必要

となります。現地における実態を把握するために

は、農地から河川・地下水へ流出する窒素・リン

あるいは農薬などのモニタリングを行う必要があ

ります。また、対象となる流域において農業由来

の窒素などの負荷量を統計データから推定するこ

とも必要になるでしょう。こうした対策の実効性

について、モニタリングに基づく再評価を行い、

必要があれば、さらに対策を改善していくことも

求められます。

農業環境技術研究所では、平成11年、こうし

た農業をめぐる水環境モニタリングを進めるため

の総合的かつ実用的な調査マニュアルとして「水環

境保全のための農業環境モニタリングマニュアル」

を発行し、関係機関において利用していただいて

きたところです。

その後、当研究所が実施した研究プロジェクト

において水環境モニタリングに関連する新たな研

究成果が多く得られました。また、関連する研究

分野の進歩も著しいことから、これら最新の成果

を取り入れ、このたびモニタリングマニュアルの

改訂版を発行しました。

モニタリングマニュアル改訂の内容

最近の成果に基づいて、農業環境のモニタリン

グ手法を平易に解説しています。改訂版の主な特

徴と構成は、以下の通りです（表1）。

Ⅰ章では、各種の水質基準および測定方法を最

新のものに改訂しました。Ⅱ章では、市販のGIS

ソフトを用いて、土地利用現況図を作成する手順

（図１）や、リモート・センシングデータを利用す

る手順について解説しました。

Ⅲ章では、統計情報に基づき、作物生産量、化

学肥料の施用量、家畜ふん尿の発生量などを都道

Ⅰ	 農業環境モニタリングの基本事項
Ⅰ-1	 農業環境モニタリングの目的と調査手法
Ⅰ-2	 各種の水質基準と測定方法
Ⅰ-3	 汚濁負荷の推定法と地下水の水質解析法

Ⅱ	 流域環境調査法
Ⅱ-1	 土壌環境調査法
Ⅱ-2	 土壌断面調査法
Ⅱ-3	 土壌機能評価図の作成法
Ⅱ-4	 土地利用現況調査法
Ⅱ-5	 土地利用現況調査法（リモート・センシング利用）
Ⅱ-6	 表流水流線およぴ集水域調査法
Ⅱ-7	 流域水収支及び水田水利用の概況調査法

Ⅲ	 流域負荷源調査法
Ⅲ-1	 農業活動状況と農業資材投入調査
Ⅲ-2	 養分収支調査法
Ⅲ-3	 流域における地目別養分収支の推定例

Ⅳ	 水移流調査法
Ⅳ-1	 土壌浸透水調査法（水収支法）
Ⅳ-2	 浅層地下水流量調査法
Ⅳ-3	 表流水の流量測定とサンプリング法
Ⅳ-4	 地温探査法による地下水の水みちの位置・規模の調査法

Ⅳ-5	 地形分析による浅層地下水流動の予察手法

Ⅴ	 負荷物質の動態調査法
Ⅴ-1	 流域水質解析法−：エンドメンバーズ法による負荷源別寄

与率推定
Ⅴ-2	 窒素および酸素安定同位体自然存在比を用いた窒素動態解

析法
Ⅴ-3	 埋設型ライシメータ法およびモノリスライシメータ法
Ⅴ-4	 土壌浸透水による溶脱窒素・リンのモニタリング法
Ⅴ-5	 暗渠流出する懸濁物質およびリンの測定法
Ⅴ-6	 環境における農薬調査法
Ⅴ-7	 脱窒速度測定法

Ⅵ	 流域水質評価法
Ⅵ-1	 面源由来窒素負荷の地形連鎖系指標を用いた河川水質への

影響評価法
Ⅵ-2	 地形連鎖窒素フローモデル（田渕モデル）

Ⅶ	 生物相による水環境評価
Ⅶ-1	 水辺植物による水環境評価法
Ⅶ-2	 トビケラ成虫を指標とした水環境評価法
Ⅶ-3	 トンボを指標とした地域環境評価法

Ⅷ	 水環境保全のための各種情報

表１　改訂版の構成

�



農環研ニュース

「水環境保全のための農業環境モニタリングマニュアル改訂版」の発行

府県・市町村単位で算出するデータベースシステ

ムについて解説しました。Ⅳ章では、圃場の地下

水流動を測定・解析する手法や、中規模河川にお

ける簡便・迅速・高精度の水質モニタリング手法（図

２）を解説しました。

Ⅴ章では、新たに「暗渠からのNP（窒素・リン）

モニタリング」の項を加えるともに、農薬や安定

同位体などの最新の分析法を踏まえて全面的に改

訂しました。Ⅵ章では、集水域スケールで負荷源

別の窒素負荷量を推定する手法（図3）について解

説しました。

Ⅶ章の生物相による水環境評価においては、ト

ンボの生育環境調査に基づく環境評価法を加えま

した。巻末のⅧ章では、種々の水質情報に関する

ウェブサイトをまとめて紹介しました。

マニュアルの公開及び印刷物配布

当研究所ホームページから、研究情報／技術資

料・研修テキストのコーナーから、改訂版の電子

ファイル（PDF）をダウンロードしてご利用いた

だけます。

http://www.niaes.affrc.go.jp/techdoc/monito ring/

index.html

印刷物については、農業関係の独法機関、公立

場所を主に、大学、環境関係機関に配布もしくは

配布予定です。また、希望者にも配布いたします

ので下記にお問い合わせください。

問い合わせ先：〒305-8604 つくば市観音台3-1-3、

（独）農業環境技術研究所

物質循環研究領域長：電話・Fax：029-838-8322

広報情報室（広報グループ）：

電話・Fax：029-838-8191

図２　自動採水装置を用いた水質モニタリング（Ⅳ-3）

図３　�流域スケールで負荷源別の窒素負荷量を推定する手法（Ⅵ-1）

図1　土地利用現況図を作成する手順（Ⅱ-5）
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農環研ニュース

“特定外来生物”カワヒバリガイ

外来生物とは、もともとその地域にいなかった生

物が、人間の活動によって他の地域から侵入してき

たものを指します。外来生物による生態系や人の生

活への悪影響を防止することを目的とする法律「外

来生物法」は、特に海外からやってきた外来生物の

うち侵入先の生態系や人の生活への悪影響が著し

いもの（または、そのおそれのあるもの）を「特定

外来生物」として指定し、その輸入や飼育、運搬な

どの行為を規制しています。

特定外来生物に指定されている二枚貝の一種カ

ワヒバリガイは中国原産の淡水性二枚貝で、侵入し

た先で元々住んでいる生物の生息地を覆い尽くし

てしまったり、ダムや発電所などの利水施設の運用

を妨げたりするなど自然環境と人間生活におおき

な被害をもたらすことが知られています（図１）。

カワヒバリガイ霞ヶ浦に侵入！

カワヒバリガイは日本では1990年代に西日本の

木曽川水系と琵琶湖・淀川水系に侵入が確認され、

上水道施設などの運用に被害が報告されるように

なりました。1980年代後半から、中国から生きた

まま輸入されていたシジミにカワヒバリガイが混

入していることが報告されており、国内への侵入は

それら水産物を経由して来たと考えられています。

その後、2000年以降は愛知県や群馬県、静岡県な

ど西日本以外の新たな地域での生息が確認される

ようになり、2005年11月、茨城県の霞ヶ浦で網

生け簀にたくさんのカワヒバリガイが付着してい

るのが発見されました。

霞ヶ浦は琵琶湖に次いで日本で二番目に面積の

広い湖で、その水は生活用水や農業用水などとして

関東一円の広い地域で利用されています。カワヒバ

リガイは、これら霞ヶ浦と関連する利水施設におお

きな影響を及ぼす可能性があります。しかし、発見

間もないこともあり、これまで霞ヶ浦におけるカワ

ヒバリガイの生息状況はほとんどわかっていませ

んでした。そこで、農業環境技術研究所では、霞ヶ

浦におけるカワヒバリガイの分布を調査するとと

もに、その侵入時期の推定を試みました。

研究トピックス

特定外来生物カワヒバリガイは霞ヶ浦湖岸の約半分まで分布を広
げている

生物多様性研究領域　　伊藤　健二

図１　岩に付着しているカワヒバリガイ

10 mm
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農環研ニュース

特定外来生物カワヒバリガイは霞ヶ浦湖岸の約半分まで分布を広げている

既に霞ヶ浦湖岸の半分まで分布を拡大

2006年６月から９月まで、霞ヶ浦湖岸の水深１

mより浅い場所90地点でカワヒバリガイの生息調

査を転石などの目視と水面下の護岸に対する手探

りの探索で行ったところ、西部湖岸を中心とする

41地点で生息が確認されました（図２）。カワヒバ

リガイはコンクリート護岸や転石の下部に多く確

認され（図３）、最も密度が高かったのは西部にあ

る稲敷郡阿見町廻戸の調査地でした。ここでは調査

員１人で10分間探索を行った結果、152個体のカ

ワヒバリガイを採集できました。霞ヶ浦全域での分

布と密度のデータから、おそらく霞ヶ浦西部付近の

水域から生息範囲が拡大しつつあるものと考えら

れます。過去に調べられたカワヒバリガイの成長速

度のデータを参考にすると、現在霞ヶ浦に生息して

いるカワヒバリガイはその大きさから、2004年か

それ以前に霞ヶ浦に侵入したものと考えられます。

今回の調査は霞ヶ浦湖岸の水深１mより浅い場所

だけでしか行っていませんが、霞ヶ浦の水深は平均

４m、最大水深は７mです。過去の研究でカワヒバ

リガイが最も高密度で定着するのは水深６mである

という報告があり、実際にカワヒバリガイが生息し

ている分布範囲は、図２で示されたものよりも広い

範囲に及ぶ可能性があります。

既に霞ヶ浦水系に属する一部地域ではかんが

い用水施設に侵入したカワヒバリガイが配水管を

詰まらせるなどの被害をもたらしていることがわ

かっています。今後これらの生息地域における漁具

の移動や農業用水施設の運用などには注意が必要

になるでしょう。特に、本種が高密度に生息してい

る地域の周辺では、漁具や水産物の移動を制限する

など、本種の生息域の拡大を防止するなんらかの方

策が必要となると考えられます。

図２　�霞ヶ浦におけるカワヒバリガイの分布。調査は地点ごとに調査員１人が10分間湖岸を探索することで行った。図中の丸が調査

点を示し、採集個体数が多いほど塗りが多くなっている。★は最も多く採集された地点。

図３　�コンクリート護岸（上）と砂浜（下）におけるカワヒバ

リガイの生息状況（模式図）
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農環研ニュース

豊橋技術科学大学・農業環境研究所共催公開シンポジウム
─未来型農業都市社会と食農産業クラスターの構築に向けて─

平成19年３月12日に、豊橋技術科学大学にお

いて、公開シンポジウム：「未来型農業都市社会と

食農産業クラスターの構築に向けて」が開催され

ました。本シンポジウムは、2006年10月に豊橋

技術科学大学に先端農業・バイオリサーチセンター

が設置されたのを記念し、豊橋技術科学大学と連

携推進協定を９月に結んだ農業環境技術研究所と

の共催により、農業と技術科学の融合による新し

い研究と技術の推進を目指して開催されました。

参加者は、大学、農環研、愛知県、民間企業等か

ら百数十名にのぼりました。シンポジウムのプロ

グラムは下記のとおりです。関連分野の専門家や

企業から研究開発の状況報告と提案が行われ、参

加者を交えてのディスカッションが行われました。

公開シンポジウム翌日の３月13日には、今後の

研究協力を進めるために、研究シーズに関する情

報交換会を、豊橋技術科学大学から６名、農業環

境技術研究所から８名が参加して行いました。豊

橋技術科学大学からは、「モデル生物（線虫、酵母）

を用いた土壌や水の有害性評価手法の開発」、「水

系および土壌環境の修復と保全のための微生物生

態系の理解と活用」、「リスク評価のための日本版

インデックスの作成、懸濁態リンの動態、農耕地

からの面源負荷原単位の見直し」の３つの研究が

紹介されました。農業環境技術研究所からは、「農

業環境を計測する―イネの蒸散、温室効果ガス、

農耕地周辺の野生動物の位置を測る」、「硝酸性窒

素およびリンによる汚染に対する環境脆弱性評

価」、「土壌、昆虫、微生物等の農業環境インベン

トリーとリスク評価」の３つの研究を紹介し、こ

れらの研究シーズを中心に、連携協力について論

議を行いました。

所内トピックス

・学長あいさつ� 西永　頌（豊橋技術科学大学）
・理事長あいさつ� 佐藤洋平（農業環境技術研究所）
・先端農業・バイオリサーチセンターについて� 平石　明（豊橋技術科学大学）
・技術講演
　1. 農法と知財：コミュニティベース精密農業の新展開� 澁澤　栄（東京農工大学）
　2. 農業環境における化学物質のリスク管理� 上路雅子（農業環境技術研究所）
　3. 農業生態系の資源・環境を見守る空間情報技術−リモートセンシング・GIS� 井上吉雄（農業環境技術研究所）
　4. 農業・畜産分野へのスマートマイクロチップの展開� 澤田和明（豊橋技術科学大学）
　5. 分光画像による食品分析� 中内茂樹（豊橋技術科学大学）
　6. 農業におけるゲノム情報の応用� 南澤　究（東北大学）
　7. 弊社の取り組みと先端技術に期待するもの� 石黒　功（イシグロ農材株式会社）
・閉会あいさつ� 小林俊郎（豊橋技術科学大学）

公開シンポジウムのプログラム

（連携推進室（現農業環境インベントリーセンター）　井上 恒久）

公開シンポジウム講演 情報交換会でのディスカッション
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農環研ニュース

所内トピックス

第27回農業環境シンポジウム
「食糧vs.エネルギー ─穀物の奪い合いが始まった─」開催される

環境変動や石油価格の高騰を受け世界的にバイ
オエタノールへの注目が集まる中、米国アース・
ポリシー研究所レスター・ブラウン所長をお招き
し、５月23日、東京虎ノ門のイイノホールにおい
て、第27回農業環境シンポジウムを開催しました。

レスター・ブラウン博士の講演
佐藤理事長の挨拶と趣旨説明の後、レスター・

ブラウン博士が基調講演を行いました。博士は先
ず、今や、世界の８億人の人々が所有する車が、
約20億人の貧困層の人々と同じ食糧資源を巡って
競合するという新しい食料経済の時代へと移行し
つつある、と切り出しました。米国ではエタノー
ル蒸留所の建築ラッシュが続き、2008年には米国
で生産される穀物の30％がエタノール生産に利用
されることになります。エネルギー経済と食糧経
済の一体化により、穀物価格は石油価格に引っ張
られて上昇し、トウモロコシ価格の上昇はトウモ
ロコシを主食としている貧しい国々の食卓を直撃
し、多くの国の畜産物価格に跳ね返ります。この
ことは、いわゆる「失敗しつつある国々」(failing 
states)の増加にさらに拍車を掛けることになりま
す。打開策として博士はハイブリッドカーを上げ、
さらに電源から充電するプラグイン装置を加え、
風力発電を促進することを提唱しました。

最後に博士は、このままでは貧困な20億人の
人々が敗れることは明白であること、この問題は
21世紀初頭の文明の崩壊にもつながりかねない重
大な問題であり、どう対処していくかを真剣に考
えていくことの必要性を訴え、基調講演を終わり
ました。

パネルディスカッション
嘉田良平氏（アミタ株式会社持続可能経済研究

所顧問）、末松広行氏（農水省大臣官房環境政策
課長）、阮　蔚氏（リャン・ウェイ、株式会社農林
中金総合研究所主任研究員）をパネリストに迎え、
農業環境技術研究所主任研究員の秋山博子をコー
ディネータに、パネルディスカッションが行われ
ました。

この中で阮氏は、中国におけるエネルギーや食
糧需給の現状について説明し、中国は今後も食糧、
エネルギーとも高い自給率を維持して行くであろ
うこと、効率化や環境問題が課題であること等を
述べました。末松氏は、日本のバイオエタノール
政策について、食料かエネルギーかの選択ではな
くて、食料の安定供給、安全保障をさらに進める
形で国産バイオ燃料を生産していくのが基本姿勢
であると説明しました。嘉田氏は、バイオエタノー
ル生産や国際貿易の推進には、環境を破壊しない、

貧しい人々から食料を奪わないという条件を満た
すというルール作りが必要であると述べました。

会場から事前に寄せられた質問も織り込みなが
ら議論は進み、最後に上路理事の挨拶で、シンポ
ジウムを終了しました。

レスター・ブラウン博士、農業環境技術研究所の
名誉顧問に

本シンポジウムの開催に先立ち、佐藤理事長よ
りレスター・ブラウン博士に、農業環境技術研究
所名誉顧問の称号が贈られました。2005年にも
レスター・ブラウン博士をお招きしてシンポジ
ウム「モンスーンアジアの農業とフードセキュリ
ティー」を開催し、大きな反響がありましたが、
今回はそれを遙かに上まわりました。事前参加申
し込みが短時間のうちに定員に達したため、多く
の皆さんに参加をお断りする結果となったことを
お詫び申し上げます。

シンポジウムの全映像と、講演及びパネルディ
スカッションにおける発言の全文を、農業環境技
術研究所のホームページに掲載してあります。ぜ
ひご覧下さい。
http://www.niaes.affrc.go.jp/sinfo/sympo/h19/0523/
report_1.html

（研究統括主幹　宮下　清貴）
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所内トピックス

平成19年度遺伝子組換えダイズ栽培実験の説明会を開催

６月２日に本年度の遺伝子組換え（以下組換え）
ダイズ栽培実験の説明会を開催しました。この説
明会は、「第１種使用規程承認組換え作物栽培実験
指針（平成16年２月策定）」に基づいて、当研究
所の周辺の方々に実験計画と組換え作物の交雑・
混入防止措置などに関する情報を提供して、その
栽培実験の実施への理解をいただくために開催す
るものです。説明会には、今年も一般市民、大学、
独立行政法人などから総数45名の参加がありまし
た。

ツルマメは、日本では河原や空き地でよく見ら
れる雑草です。この雑草はダイズの近縁種と考え
られています。したがって組換えダイズが栽培さ
れた場合、その花粉によりほ場の周辺に生えてい
るツルマメと交雑することを懸念する声がありま
す。この栽培実験は、実際にほ場で組換えダイズ
からツルマメへどのくらい交雑がおこるのかを調
べるものです。一般に、ダイズとツルマメは、同
一花の中で受精する性質（自殖性）が強く、花粉
が他の花へ移行して受精（他殖）する可能性は極
めて低いことが知られています。このため組換え
ダイズとツルマメとの自然交雑はほとんどおこら
ず、生物多様性へ影響を及ぼす恐れはないと学識
経験者で構成される生物多様性影響評価検討会に
おいても判断されました。しかしながら、両者の
自然交雑についての知見は少なく、さらに収集す
ることが必要と考えられます。また、ツルマメは
中国、韓国、ロシアなど東アジアにのみ自生して
いるため、この知見を収集することは、国際的役
割を果たす意義もあります。

今年度の実験は、３年間の実施計画の最終年に
当たります。平成17年度は、両種の交雑しやすい
条件をつくり、３万粒以上のツルマメ種子につい
て検定し、１粒交雑種子を確認しました。18年度
は開花期の異なる４品種の組換えダイズを花粉源
として栽培し、収穫した約112,000粒のツルマメ
種子について組換えダイズとの交雑種子があるか
どうかを検定しましたが、１粒も見つかりません
でした。本年度は、昨年度に得た開花期のデータ
をもとに、開花期の異なる品種の播種期を２回に
分け、開花期がより重複するように実験を設計し
て、ほ場での両者の距離と自然交雑率について明
らかにしたいと考えています。

説明会当日は、松尾から組換え作物栽培に関す
る制度について、吉村からこれまでの結果と平成
19年度栽培試験の計画についての説明を行いまし
た。その後の質疑ではこれまでの実験結果に関連

する多くの質問が出されました。質疑を含めて説
明は約１時間で終了して、会場から参加者ととも
に約500m離れた試験ほ場へ歩いて移動しました。
ここでは、試験作物の配置や種子の拡散防止対策
など、具体的な実験内容や管理体制についての説
明とそれに対する質問が出されました。通常、ツ
ルマメはどのような所に生育しているのか、訪花
昆虫の調査はどのように行ったのかなどの現実的
な質問が多くなって、答える側も実験準備の苦労
話や天候の不安などを交えた回答となりました。

今後とも私たちは、科学的な知見に基づく組換
え作物の適正な評価試験に取り組むとともに、そ
の説明会を開催して、これに参加される多くの方々
の関心や疑問に適切に応えるいっそうの努力が必
要であると考えています。

試験ほ場の見学は、今秋までの生育期間を通じ
て随時お受けしますが、当研究所のホームページ

（http://www.niaes.affrc.go.jp/） で も、 ６ 月20
日に終えた組換えダイズ種まきの様子など、生育
状況や調査の様子を順次紹介しますのでアクセス
してみてください。

（生物多様性研究領域　松尾　和人　吉村　泰幸）

会場での説明の様子

試験ほ場前での説明の様子
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所内トピックス

平成19年度の独立行政法人農業環境技術研究所

評議会が４月26日に農環研において開催されまし

た。評議会のメンバーは以下の通りです。

【評議員】木村眞人（名古屋大学大学院生命農学

研究科教授）、古在豊樹（千葉大学学長）、永田　

徹（前茨城大学農学部教授）、藤原俊六郎（神奈川

県農業技術センター副所長）、松永和紀（サイエン

スライター）、山崎洋子（NPO田舎のヒロイン・

わくわくネットワーク理事長）、大塚柳太郎（（独）

国立環境研究所理事長、書面参加）、堀江　武（（独）

農業・食品産業技術総合研究機構理事長、書面参

加）、鈴木和夫（（独）森林総合研究所理事長）、秋

山敏男（（独）水産総合研究センター瀬戸内海区水

産研究所長）、末松広行（農林水産省大臣官房環境

政策課長、書面参加）

農環研理事長挨拶の後、平成18年度評議会にお

ける指摘事項とそれに対する対応および平成18年

度の農環研業務実績について、研究統括主幹と課

題担当研究コーディネータから報告があり、内容

に関する質疑、総合評価の後、各評議員から講評

をいただきました。主なものは以下です。

●�長い時代の中での研究の位置づけは難しいが、

価値が見える形にする必要がある。

●�積極的に世間にアピールし、世論を変えていく

ような姿勢も大事である。

●�普及に移しうる成果の材料となる成果をもっと

掘り起こす必要があるのではないか。

筑波農林団地では、昨年まで科学技術週間に伴

い毎年水曜日に行っていた研究所の一般公開を、

本年は金曜日（４月20日）の開催として実施しま

した。

農業環境技術研究所では、実施計画の検討にあ

たり、サブテーマを「来て　みて　ためして　聞い

てみよう」とし、所内に体験・実演型の企画を募

集し実施に臨みました。

当日は、①地球温暖化と農業の関係を探る（展示・

実演）、②ミクロの世界を探る（体験）、③農業環

境100年の変化を探る（体験）、④ミニ講演会「カ

ドミウムで汚染した土壌を修復する技術」「農業環

境に生息するかびの力〜良いかび、悪いかび、普

通のかび？〜」、⑤農業と環境に関わる様々な標本

展示「身近な植物の紹介」「農業環境インベントリー

展示館」、⑥野菜の収穫体験の各コーナーで来訪者

の皆様をお待ちしました。来訪者数は1300名近く

にのぼりました。また88％の方にアンケートに協

力いただき、その80％の方から ｢良かった｣ と回

答をいただきました。アンケートには今後に生か

すべきご指摘等も忌憚なく記されていましたので、

来年以降に役立てていきたいと考えています。

平成 19 年度評議会の開催

（広報情報室広報グループ）

（企画戦略室　安田　耕司）

平成 19 年度農業環境技術研究所一般公開
〜未来につなげよう安全な農業と環境〜

印刷　（株）高 山
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発　　行　独立行政法人 農業環境技術研究所　〒305-8604 茨城県つくば市観音台３-１-３
電　　話　029-838-8197（広報情報室　広報グループ）
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